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 「令和４年の地方分権改革に関する提案募集」において、工業団地造成事業に関す

る都市計画及び事業計画の変更に関する規制緩和について提案があったことを踏ま

え、下記の対応が可能であることを示す。 

 

 

○ 工業団地造成事業に関する都市計画において定めることとしている「宅地の利用

計画」については、「公共施設の配置及び規模」において定める内容と対応するよう

に定めるなど、一定の幅をもって記載することが可能である。具体的には、例えば、

面積が公共用地の面積に応じて変わりうる旨を備考欄に記載することなどが考え

られる。 

 

○ 工業団地造成事業に関する都市計画事業の事業計画を変更する場合は、当該事業

の事業スケジュールに支障を来さないために、例えば以下の対応をすることが考え

られる。 

 ・変更手続と並行して、従前の事業計画の内容から変更の無い範囲における事業を

実施 

 ・変更の事由が生じた後、早い段階で認可権者に相談し、認可時期が事業スケジュ

ールに支障を来さないよう調整を行う 

 

以上 



工業団地造成事業に関する都市計画の計画書の記載例

施行区域内に道路や公園に関する都市計画が
既に定められている場合等に記載

施行区域内において都市計画が定め
られていない道路や公園については、
標準幅員や配置の方針等を記載す
ることで足りる

市街地開発事業の種類

名称

公共施設の配置及び規模

施行区域の面積

施行区域

宅地の利用計画

宅地の利用計画についても公共施設の
配置及び規模と同様、幅を持って記載す
ることが可能

宅地の利用計画について幅を持った記載とする場合には、例えば、面積が公共用地の面積に応じて
変わりうる旨を備考欄に記載することなどが考えられる。

参考



工事実施

特段の対応をせず、事業スケ
ジュールに支障が生じるケース

事業スケジュールに合わせた手続きフローの例

都市計画変更決定 都市計画変更決定

認可権者に
よる審査

事業計画変更申請

事業計画変更認可
（
中
略
）

分譲開始

事業計画変更申請

認可権者に
よる審査

事業計画変更認可
（
中
略
）

工事実施

認
可
権
者
へ
の

下
協
議

事前相談を行うことで、
事業スケジュールに支障
が出ない形で最大限対応

変更前の事業計画で
実施可能な範囲での
工事実施は可能

事
業
計
画
変
更
に
影
響
が
な
い
箇
所
で

工
事
実
施

分譲開始
の遅延

参考


